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樋 口 譲 次 

 

〇世界の多極化が招く「激動と混迷」の世界 

昨年 11 月に日本を訪れたローマ法王フランシスコ１世は、長崎、広島で核廃絶の強いメ

ッセージを世界に向けて発信した。 

その背景は、2014 年夏、欧州全土から教皇庁を訪れた数万人の巡礼者に向けたミサで、

次のように発言した法王の情勢認識に基づいていよう。 

 

２つの世界大戦後の今日でさえ、地域紛争、大量虐殺、人間の殺害、その他の侵略者

やテロリストたちの犯罪の中で行われていることを第３次大戦であると述べること

ができる。 

 

この発言は、世界に大きな衝撃を与えたが、現在、世界中で起きている侵略や領土紛争、

暴力的過激主義と国際テロ、核兵器の拡散、サイバー攻撃、破綻国家と難民、分離独立主義

など、様々な紛争や国際問題の所在を雄弁に物語っている。また、法王の発言は、それを「第

３次大戦」と呼ぶかどうかは別として、第２次大戦後、最大の難民（現在、約 6500 万人）

を発生させ、「激動と混迷」の時代を招いた厳しい世界の現実を的確に表しているともいえ

よう。 

同時に、このような世界の動きは、冷戦後しばらく続いた米国の一極支配が壊れ、世界の

多極化が進行したことによって突きつけられた側面が大きく、既存の国際秩序の破壊ある

いは激変にも通じるものとして、厳重な警告を発していると理解することができる。 

戦後約 40 年以上にわたった東西冷戦における米ソ二極支配は、1991 年のソ連邦の解体

によって崩壊し、唯一の超大国米国を中心とする一極支配の時代になった。しかし間もなく、 

中国をはじめとした BRICs に代表される新興国の経済的躍進と政治的台頭が顕著となり、

そのため米国の地位とパワーは相対的に低下し、2000 年に入った当初 10 年の後半頃から

多くの国がそれぞれの主張のもとに国際政治に積極的に関わるようになった。 

 このように、20 世紀末から 21 世紀初頭にかけた国際政治の潮流は、世界の多極化、すな

わち権力（主要プレーヤー）の乱立による不安定化・複雑化・不透明化をもたらし、その影

響は、我々を「激動と混迷」に特徴付けられる時代の渦中に投じたのである。 

 

〇冷戦の主戦場はインド太平洋へ 

多極化世界で激化する米中冷戦に備え 

「日米欧連携メカニズム」の構築を急げ 

 

https://kotobank.jp/word/%E8%BA%8D%E9%80%B2-647893
https://kotobank.jp/word/%E4%B8%BB%E5%BC%B5-528817
https://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E6%94%BF%E6%B2%BB-63910
https://kotobank.jp/word/%E6%BD%AE%E6%B5%81-569175
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≪グローバルな紛争や問題の主因である「異質な大国」の中国とロシア≫ 

グローバルな紛争や問題の主要な原因は、共産主義あるいは強権主義で軍事力を重視す

る、日米欧とは「異質な大国」の中国とロシアであることは、言うまでもない。 

中国は、「中華民族の偉大な復興」という「中国の夢」を実現するため、その目標に奉仕

するべく「富強大国の建設」を目指している。 

その中国は、いわゆる「接近阻止・領域拒否（A2 / AD）」戦略に沿って、米国のプレゼ

ンスを西太平洋から排除し、同地域に中国の地域覇権を確立しようとしている。東シナ海・

南シナ海で「グレーゾーンの戦い」を仕掛けつつ、米軍が来援する前に第 1 列島線の国々に

対して「Short, Sharp War」を発動し、既成事実化を図るのがその戦法だ。 

また、同戦略に呼応して、「一帯一路」構想を旗印に、陸路海路の双方から経済圏・勢力

圏を西方へ伸長しており、欧米主導の現行国際秩序を覆して中華的秩序に置き換え、世界的

な覇権獲得の野望に向かって突き進んでいる。 

ロシアは、2014年2月に、いわゆる「ハイブリッド戦」を展開し、クリミア半島を併合す

るとともに、ウクライナ東部への軍事介入を続け、中国と同様に「力を背景とした一方的

な現状変更」を試みたことから、欧州にロシア脅威論を復活させた。また、その延長線上

で、2015年9月以降、シリアへの軍事介入を行い、中東での影響力の拡大を図っているこ

とから、欧米など関係国の警戒感を強めている。 

 

≪２１世紀における安全保障の最大の課題は中国の覇権的拡大≫ 

ロシアは、これまで「強い国家」や「影響力ある大国」を掲げ、ロシアの復活を追求し

ているが、冷戦後、「斜陽国家」といわれるまでに国力を弱体化している。2018年の名目

GDPは、韓国（世界第10位）より低い世界第12位で、概ね日本の3分の1に過ぎない。 

したがってロシアは、「大国の役割を果たすための必要条件がないにもかかわらず、そ

の役割を果たそうとする場合、その戦略は失敗に帰する」、「国力を無視した戦略は、失

敗に帰する」といった基本原則を無視することはできないと考えられる。 

つまり、ロシアは、欧州と極東での二正面作戦を行う余力はなく、対外政策は、欧州正

面を焦点に、国境沿いに緩衝地帯を確保し、何とかして以前の勢力圏を回復するなど、基

本的に「戦略的守勢」の中でアグレッシブ（強がり）な行動をとっていると見るのが妥当

であろう。 

一方、中国は、GDP 世界第 2 位の経済発展を背景に「世界一流の軍隊」の建設を目標に

軍事力の増強を続け、米国に「追いつき、追い越せ」と国力の強化に注力している。それに

ともなって、インド太平洋地域並びに世界におけるパワーバランスを急激に変化させ、対外

政策は一段と「戦略的攻勢」の姿勢を強めており、国際社会に深刻な懸念を抱かせるように

なっている。 

これに対し、トランプ政権が 2017 年 12 月に発表した「国家安全保障戦略」（NSS）で

明示し、ペンス副大統領が 2018 年 10 月にハドソン研究所で「第２次冷戦」宣言といわれ
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る歴史的演説を行ったように、米国が中国に対して、断固たる行動を取ろうとしているのは

疑う余地がない。 

21 世紀においては、既存の超大国と新興大国との興亡、特に、米国と中国との間の角逐

の行方が国際社会、とりわけインド太平洋地域の将来を占う最大の鍵となっている。 

「中華民族の偉大な復興」を掲げる中国と「偉大なアメリカの復活」を掲げる米国は、イ

デオロギー、貿易やテクノロジー、外交、安全保障・軍事などあらゆる分野で根本的な違い

がある。 

ポンペオ国務長官が 2019 年 10 月のハドソン研究所主催の夕食会で強調したように、「わ

れわれ（米中）の 2 つのシステムの基本的な違いと、こうしたシステムの違いが米国の国家

安全保障にもたらす影響を無視することは、もはや現実的ではない」（括弧は筆者）のであ

る。 

このように、米中間の摩擦や衝突は避けられず、そのうえ両国間の戦略・政策調整は行き

詰っており、対立は構造的であるため、その長期化から逃れられない情勢である。 

つまり、中国の覇権的拡大は、インド太平洋地域を中心に、21 世紀における国際安全保

障の最大の課題と見なされるようになっており、日米欧にとっての冷戦の主戦場は、かつて

のソ連を主敵とした欧州正面ではなく、今は中国を主敵とするインド太平洋正面に完全に

移っているのである。 

 

〇米国と欧州（NATO／EU）の食い違いは重大 

 インド太平洋正面では、中国を睨んで、日米印豪が「自由で開かれたインド太平洋戦略」

のもとに足並みを揃えつつある一方、中露は、対米戦略で結束を強めつつあり、対立の構図

は明確だ。 

問題は、欧州正面で、トランプ政権になって、欧米間の不協和音が目立つようになった。

特に、両者には相互不信と直面する情勢に対するパーセプション・ギャップがあり、亀裂が

深まりかねない恐れがある。 

 まず、トランプ大統領および同政権は、NATO が防衛についてハト派過ぎて、国防費

GDP2%の合意目標の達成を拒否している加盟国があるため、NATO が全体として弱体化し

ていると懸念している。また、経済については、EU がリベラルで、経済統制が行き過ぎて

おり、国家統制主義的な経済政策は欧州の活力と成長を損ねているという指摘である。社会

問題についても、あまりに進歩的だとの懸念だ。 

 一方、欧州は、「アメリカ最優先」の「一国主義」を打ち出したトランプ大統領の下での米

欧同盟に不安を隠さない。イラン核合意や地球温暖化対策「パリ協定」からの離脱をはじめ、

すでに前言を撤回しているが、NATO は「時代遅れ」との発言や同盟国と協議なしのシリ

ア北部からの部隊撤退などに見られるように、トランプ大統領は同盟あるいは多国間主義

を軽視していると感じている。 

 特に、中国の覇権的拡大にともない、「ルールに基づく自由で開かれた国際秩序」が圧力
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にさらされているという最大の問題については、地政学的環境の違いが露呈している。 

 米国の国家安全保障戦略は、中国とロシアを「現状変更勢力」、「ライバル強国」と位置

付けてはいるが、主敵はあくまで中国であり、このままではユーラシア大陸の東西に二分さ

れかねない米国の安全保障努力を、つとめてインド太平洋正面に集中させたい考えだ。 

一方、欧州では、むしろロシアの脅威が高まっているとして、域内や周辺の安全保障を独

自で担う「戦略的自立性」を強化し、「一国主義」の米国と一線を画したい思惑が見え隠れ

する。しかし、欧州の独自路線は、中露の思うつぼとなる危険性がある。 

これらの食い違いは、米中冷戦が進行する中で重大な問題である。 

では、それを乗り越えるにはどうすればよいのか？！ 

 現在の国際秩序は、欧米的価値観、すなわち自由、民主主義、人権、法の支配の普遍化

とウエストファリア体制（条約：1648 年）を基礎としてもたらされたものである。 

欧米は、現行の国際秩序の創造者であり、自ら作った国際秩序を維持する重大な使命が

あり、いたずらに争っている場合ではない。その認識を新たにし、「現行国際秩序の維

持」を共通の戦略目標として結束を強めなければならず、またそうするのが道理であろ

う。 

それが、様々な食い違いの中で欧米が協調姿勢を取り戻し、また「激動と混迷」の時代

に、壊れかかった「ルールに基づく自由で開かれた国際秩序」を再建する途となる筈であ

る。 

 

〇「日米欧連携メカニズム」の構築を急げ 

 国際関係は、各国の思惑や利害関係が複雑に絡み合いながら、離合集散や対立協調を繰り

返している。 

わが国では、日米同盟があるから、日本有事に米国は自動的に助けに来てくれると信じて

いる人が多い。もしそう望むなら、そうなるように特段の努力を払わなければならない。 

米国はインド太平洋地域ばかりでなく、欧州、中東そして世界中に重大な戦略的関心と国

益を有しており、近視眼的かつ一方的な対米願望は、時に失望に取って代わられることにな

るからだ。それは、欧州との関係でも同じである。 

 東西冷戦は、欧州が主戦場であったが、日本も自らの対ソ防衛とともに対ソ牽制で欧州防

衛に寄与した。今回はインド太平洋が主戦場であり、欧州が協力する番である。 

欧州は、米国が対中抑止に最大限注力できるよう、対露防衛や中東の安定化などの周辺の

安全保障を引き受けるとともに、対中牽制に力を振り向けてもらわなければならない。 

中でも、英国とフランスは、インド太平洋に直接戦略的利害を有している。進みつつある

両国との協力関係を足掛かりに、欧州（NATO／EU）をインド太平洋に引き付ける戦略的

枠組みが必要であり、そのための「日米欧連携メカニズム」の構築は急務である。 

 NATO は、昨年 12 月に英国で開かれた首脳会議で、初めて中国の脅威に対する共同対処

の必要性で一致したばかりだ。 
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 「日米欧連携メカニズム」構築の狙いは、欧州からインド太平洋までをグローバルに俯瞰

しつつ、まず中国の脅威に対する認識を共有し、欧州の関心をインド太平洋に引き込み、そ

して、それぞれの立場で対中戦略を一致させることにある。 

平成 25（2013）年 12 月、わが国として初めて策定された「国家安全保障戦略」は、日

本がとるべき外交上のアプローチとして、日米同盟の強化、パートナーとの信頼・協力関

係の強化等により地域の安全保障環境を改善し、脅威発生を予防・削減すること、並びに

グローバルな安全保障環境を改善し、平和で安定し、繁栄する国際社会を構築すること、

を戦略目標に上げている。 

その意味からも、わが国は、インド太平洋への欧州の関心を高め、それが具体的な共同

行動に結びつくよう、「日米欧連携メカニズム」の構築に向け率先して働き掛けを強めな

ければならない。 


